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料 金 表 

洛彩総合法律事務所 

 

 用語のご説明 

相談料 法律相談をしたときに発生する費用です。 

着手金 正式に委任契約を締結したときに発生する、弁護士の活動に必要な弁護士費用

です。原則返金はできません。 

報酬金 案件が解決したときに結果に応じて発生する弁護士費用です。 

手数料 事務的な手続を行うときに発生する弁護士費用です。 

日当 遠方への出張が必要になったときに、片道 1 時間の距離当たり 1 万円を頂きま

す。 

実費 切手代、印紙代、資料取得費用など案件処理のための諸経費です。 

経済的利益 （着手金を決める場合の経済的利益） 

金銭を請求する立場のときは、請求額が経済的利益です。 

金銭を請求される立場のときは、請求されている額が経済的利益です。 

（報酬金を決める場合の経済的利益） 

金銭を請求する立場のときは、最終的に得られた金額が経済的利益です。 

金銭を請求される立場のときは、最終的に請求を減じた金額が経済的利益で

す。 
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※以下は弁護士費用の一般的な基準であり、事案の難易度等に応じて増減することがあります。 

 

法律相談料 

法人・他士業からのご相談 無料（※1） 

個人からのご相談 

相続・遺産分割、債務整理・

過払金、交通事故 

無料（※1） 

それ以外の分野 1 時間 5,000 円 

出張相談料（相続・遺産分割のみ） 

以下をいずれも満たすときのみ利用可能 

①京都市、京都府南部、京都府中部にお住いの方からのご

相談（※2） 

②既に相続が発生している相続・遺産分割のご相談（※3） 

1 時間 1 万円 

※1…初回 1 時間のみ。交通事故の弁護士費用特約加入のときは除く。 

※2…京都府南部（向日市、長岡京市、宇治市、城陽市、八幡市、京田辺市、木津川市、大山崎町、久御山町、

井手町、宇治田原町、笠置町、和束町、精華町、南山城村）、京都府中部（亀岡市、南丹市、京丹波町）。 

※3…相続が発生し（被相続人が既に死去）、受任の可能性があるときに限る。 

※暴力団、右翼団体その他の反社会的勢力・関係者からの相談は一切お受けしていません。 
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民事事件一般（貸金、売掛金、契約トラブルなど） 

交渉・訴訟 

着手金 報酬金 

経済的利益の 8％（※1） 経済的利益の 16％（※1） 

保全命令申立事件 

着手金 報酬金 

訴訟の着手金の 1/2 ①審尋又は口頭弁論を経たときは訴訟の報酬金の

1/3。②目的を達成したときは訴訟の報酬金と同額 

民事執行事件 

着手金 報酬金 

訴訟の着手金の 1/2（※2） 経済的利益の 16％（※3） 

※1…交渉は最低 20 万円、訴訟は最低 30 万円。※2…最低 20 万円。訴訟から移行したときは最低 10 万円。

ただし不動産競売は最低 30 万円。※3…最低 20 万円。訴訟から移行したときは最低 30 万円。 

 

相続・遺産分割 

相続サポートプラン…遺産の分け方が決まっているときに必要な手続だけ代行（※1） 

依頼する内容（必要な手続のみ選択） 手数料 

□ 戸籍の取得、相続関係図作成 5 万円 

□ 遺産の調査 5 万円 



4 

 

□ 遺産分割協議書作成 5 万円 

□ 相続人間での遺産分割協議書とりまとめ 5 万円 

□ 金融機関、保険会社、証券会社等の相続手続 1 社 3 万円 

□ 司法書士（不動産の相続登記）、税理士（相

続税申告）の紹介 

無料 

遺産分割交渉・調停・審判 

着手金 報酬金 

30 万円 

取得額の 16％。ただし、争いがなかった

部分については 6％（※2） 

遺留分減殺請求 

着手金 報酬金 

30 万円 取得額の 16％（※2） 

遺言無効確認訴訟・遺産確認訴訟・不当利得（使途不明金）訴訟 

着手金 報酬金 

40 万円 

（引き続き遺産分割を依頼するとき） 

30 万円（※3） 

（引き続き遺産分割を依頼しないとき）

経済的利益の 16％ 

相続放棄 
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着手金 

5 万円。ただし、依頼者が 1 名のときは 10 万円 

限定承認 

着手金 報酬金 

30 万円（※4） 残存した遺産の 10％（※5） 

遺言作成 

依頼する内容 手数料 

□ 自筆証書遺言の作成 10 万円 

□ 公正証書遺言の作成 15 万円 

遺言検認申立て 

着手金 

10 万円 

遺言執行 

遺産の金額 手数料 

300 万円以下のとき 30 万円 

300 万円を超え 3000 万円以下のとき 遺産の 2％＋24 万円 

3000 万円を超え 3 億円以下のとき 遺産の 1％＋54 万円 

3 億円を超えるとき 遺産の 0.5％＋204 万円 

相続財産管理人選任申立て・不在者財産管理人選任申立て 
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着手金 

20 万円 

失踪宣告申立て 

着手金 報酬金 

20 万円 20 万円 

特別縁故者への財産分与申立て・特別寄与料の請求 

着手金 報酬金 

20 万円 遺言執行の手数料と同基準（※6） 

※1…遺産の分割方法が決まっており交渉が一切不要なとき。※2…最低 30 万円。※3…遺産分割の着手金・

報酬金別途発生。※4…法定相続人が 2 名以上のとき 1 名当たり＋5 万円。※5…最低 1 名 10 万円（合計が 30

万円未満になるときは 30 万円）。※6…「遺産の金額」を「取得額」に読み替える。※いずれも外国人、外国

在住者、外国資産が関係するときは金額を 1.5 倍に増額。このときの着手金、報酬金、手数料の最低金額は各

30 万円。 

 

民事信託（家族信託） 

民事信託 

スキーム設計、税務シミュ

レーション、公正証書作成、

信託口座開設支援 

信託財産の評価額 手数料 

1 億円以下のとき 信託財産の 1％（※1） 

1 億円を超え 3 億円以下のとき 信託財産の 0.5％＋50 万円 
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3 億円を超え 5 億円以下のとき 信託財産の 0.3％＋110 万円 

5 億円を超え 10 億円以下のとき 信託財産の 0.2％＋160 万円 

10 億円超のとき 信託財産の 0.1%＋260 万円 

弁護士が信託監督人・受益

者代理人に就任するとき 

報酬金 

月 1 万円以上 

※1…最低 50 万円。 

 

離婚・男女関係・親子関係 

離婚協議・調停・訴訟 

着手金 報酬金 

30 万円（※1） 30 万円（※2）＋経済的利益（※3）の 10％ 

婚姻費用・養育費増減額請求 

着手金 報酬金 

25 万円 増減額金額の 2 年分の 20％（※4） 

不貞慰謝料請求 

着手金 報酬金 

20 万円（※1） 経済的利益の 16％（※4） 

認知請求、親子関係不存在確認、嫡出否認 

着手金 報酬金 
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30 万円（※5） 

30 万円＋経済的利益（※6）を得たときはそ

の 16％ 

離縁（養子縁組の解消）協議・調停・訴訟 

着手金 報酬金 

30 万円（※1） 

30 万円＋経済的利益（※7）を得たときはそ

の 16％ 

※1…訴訟移行時には＋10 万円。※2…調査官調査を経て親権者に指定されたときは＋10 万円。※3…財産分

与、慰謝料、婚姻費用・養育費 2 年分の合計。被請求者のときは減額金額の 16％。※4…最低 20 万円。調停・

訴訟等利用時は 30 万円。※5…養育費請求も含む。※6…支払われた過去の養育費、将来の養育費 2 年分の合

計等。※7…解決金等。 

 

交通事故 

交通事故示談交渉・訴訟 

 着手金 報酬金 

弁護士費用特約に加入しているとき 自己負担 0 円（※1） 

弁護士費用特

約加入なし 

賠償提示前に受任（※2） 0 円 20 万円＋賠償総額の 16％ 

賠償提示後に受任（※2） 0 円 

20 万円＋賠償増加額の

20％ 

※1…弁護士費用は LAC基準。※2…加害者が任意保険に加入しているときのみ。未加入時は民事事件一般の
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基準。 

 

不動産 

賃貸借 建物明渡請求（請求側） 

 着手金 報酬金 

建物明渡請求 30 万円（※1） 30 万円＋回収金額の 16％（※2） 

強制執行 ＋20 万円  

占有移転禁止仮処分 ＋20 万円  

賃貸借 建物明渡請求（被請求側） 

着手金 報酬金 

40 万円（※1） 明渡請求を阻止したとき 30 万円（※3）＋

経済的利益の 16％（※4） 

不動産売買トラブル 

着手金 報酬金 

30 万円 経済的利益の 16％（※5） 

不動産登記 抹消登記請求 

着手金 報酬金 

20 万円（※3） 20 万円（※3） 

共有物分割請求 
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 着手金 報酬金 

交渉・訴訟 30 万円 経済的利益の 5％（※6） 

※1…原状回復費用についても交渉するときは＋10 万円。※2…未払賃料・原状回復費用等の合計。※3…訴

訟移行時には＋10 万円。※4…未払賃料・原状回復費用等の減額分、有益費、必要費、立退料等。※5…最低

30 万円。※6…取得した金銭の金額、又は取得した不動産の固定資産税評価額が基準。対象が建物のみのとき

は建物価格に敷地価格の 1/3 を加算。最低 30 万円。 

 

債務整理・過払金 

任意整理・破産・個人再生 

 着手金 報酬金 

任意整理 1 社 3 万円（※1） 減額金額の 10％ 

自己破産申立て（同時廃止） 25 万円  

自己破産申立て（管財事件） 30 万円  

法人破産申立て 50 万円～  

個人再生申立て 35 万円（※2）  

過払金調査・回収 

 着手金 報酬金 

過払金調査 無料  

過払金回収 0 円 回収金額の 20％（※3） 
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※1…最低総額 5 万円。街金・非貸金業者・個人は交渉案件として対応。ヤミ金は対象外。※2…住宅資金特

別条項付きのときは＋10 万円。※3…交渉時は最低 5 万円、訴訟時は最低 10 万円。 

 

成年後見・死後事務 

成年後見申立て 

着手金 報酬金 

20 万円  

財産管理（判断能力は十分だが身体上の理由等から財産管理を任せたいとき） 

着手金 報酬金 

0 円 財産総額に応じて月 3 万円～5 万円 

任意後見契約（将来判断能力が欠けた場合のため後見人を準備しておきたいとき） 

着手金 報酬金 

15 万円（※1） 財産総額に応じて月 3 万円～5 万円 

死後事務（死後の葬儀・埋葬、役所への届出、身辺整理などを任せたいとき） 

依頼する内容（必要な手続のみ選択） 手数料 

□ 親族等関係者への連絡 5000 円×人数 

□ 葬儀の実施 40 万円 

□ 埋葬、永代供養に関する事務 30 万円 

□ 役所への諸届出 2 万円 
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□ 病院の退院手続・施設の退所手続 2 万円 

□ 医療費、施設の利用料、公共料金、公租

公課等の債務弁済 

5 万円 

□ 動産処分・建物清掃に関する事務 10 万円 

□ 建物の解体に関する事務 20 万円 

□ 賃貸借契約の終了手続 5 万円 

□ 公共料金、電話、新聞等各種サービスの

解約手続 

5 万円 

□ 遺言執行者、金融機関、保険会社等への

通知 

5000 円×件数 

□ 遺言執行者の選任申立手続、相続財産

管理人の選任申立手続 

別途 

おまかせ安心プラン（財産管理＋任意後見契約＋死後事務をお得にご利用いただけます） 

着手金 報酬金 

15 万円→0 円（※1） （財産管理）財産総額に応じて月 3 万円～5 万円 

（任意後見）財産総額に応じて月 3 万円～5 万円 

（死後事務）委任内容に応じて決定 

※1…公正証書作成、後見監督人選任申立てを含む。 
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顧問料 

 

一般のお客様 

シンプルプラン 

月２万円 

スタンダードプラン 

月５万円 

事務所での相

談 

原則有料 無料 無料 

相談予約の優

先対応 

× ○ ○ 

電話、メール、

Skype 等によ

る相談 

× ○ ○ 

出張相談 × × ○ 

契約書等のチ

ェック・作成 

有料 無料。高難度(※1)のものは

有料（10％割引） 

無料 

規約等のチェ

ック・作成 

有料 有料（10％割引） 無料 

お客様名での

通知書作成 

有料 無料（月 2 通まで） 無料 

弁護士名での

通知書作成 

有料 有料（10％割引） 無料 
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顧 問 と し て

HP などに弁

護士名を表示 

× ○ ○ 

他士業の紹介 ○ ○ ○ 

従業員・ご家

族（※2）から

の相談 

有料 無料 無料 

個別案件につ

いて弁護士に

依頼するとき

の着手金割引 

割引なし 10％割引 25％割引 

活動上限時間  月 5 時間（※3） 無制限 

※1…A4 で 6 枚以上が目安。※2…代表者，役員又は従業員の、4 親等内の親族。※3…活動上限時間を超過

すれば 1 時間 1 万円のタイムチャージを頂きます。 

 

雇用関係（会社側のみ） 

残業代請求 

 着手金 報酬金 

交渉・労働審判・訴訟 20 万円（※1） 経済的利益の 16％（※2） 
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解雇トラブル（※3） 

 着手金 報酬金 

交渉・労働審判・訴訟 30 万円（※4） 従業員が退職する内容で解決

したとき 30 万円＋経済的利益

(※5)の 16％ 

ハラスメントトラブル（※3） 

 着手金 報酬金 

交渉・労働審判・訴訟 30 万円（※4） 請求を阻止したとき 30 万円＋

経済的利益(※5)の 16％ 

団体交渉への同席（顧問先のみ） 

日当 1 時間 3 万円（※6） 

労災による損害賠償請求 

 着手金 報酬金 

交渉・労働審判・訴訟 30 万円 経済的利益(※5)の 16％ 

地位保全仮処分等の保全処分への対応 

着手金 報酬金 

30 万円 請求を阻止したとき 30 万円＋経済的利益(※5)の 16％ 

※1…交渉から労働審判・訴訟への移行時には＋各 10 万円。※2…最低 20 万円。労働審判・訴訟時は最低 30

万円。※3…残業代請求もされているときも含む。※4…交渉・労働審判から訴訟への移行時には＋10 万円。
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※5…金銭的請求を減額した金額。※6…交渉時間及び移動時間が対象。 

 

事業承継 

事業承継（顧問先のみ） 

事業承継計画の作成・継続対応 

50 万円以上 

 

税務 

顧問契約（税理士の方のみ） 

①法律相談（来所・メール・電話・Skype 等による無料相談可。時間無制限） 

②相談予約の優先対応 

③個別の税務案件への代理人対応（10％割引） 

④税理士業務に付随する法的問題（労働問題など）への対応（10％割引） 

⑤税理士、税理士事務所員及びそのご家族（※1）の法的問題への対応（10％

割引） 

⑥税理士の顧問先、顧問先役員、顧問先従業員及びそのご家族（※1）の法

的問題への対応（来所相談無料） 

月 5000 円 

税務調査対応 

法令解釈に関する意見書作成 15 万円 
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税務調査対応（同席、継続相談、意見書作成等） 30 万円 

再調査請求・更正の請求・審査請求 

着手金 報酬金 

50 万円 経済的利益の 16％ 

税務訴訟 

着手金 報酬金 

80 万円 経済的利益の 16％ 

税理士賠償責任 

着手金 報酬金 

経済的利益の 8％（※2） 経済的利益の 16％（※2） 

刑事事件（税金関係） 

 着手金 報酬金 

起訴前 50 万円 （告発されなかったとき又は不起訴時）80 万円 

起訴後（公判） 50 万円 （刑の執行猶予）50 万円 

（無罪）200 万円 

（罰金減額）減額分の 10％ 

※1…税理士、税理士事務所員、顧問先、顧問先役員、顧問先従業員及びそれらの方の 4 親等内の親族。※2

…交渉は最低 20 万円、訴訟は最低 30 万円。 
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その他 

清算人選任申立て 10 万円 

消滅時効援用通知（弁護士名） 5 万円 

クーリングオフ通知（依頼者名） 5 万円 

書面（依頼者名）・合意書等の作成、書面・各

種規程・取引等のチェック 

10 万円。ただし、簡易なとき(※1)は 5 万円 

就業規則の作成 10 万円 

送達調査その他の現況調査及び報告書作成 1 か所 1 訪問あたり 4 万円（※2） 

※1…A4 で 1 枚以内。※2…事務所から往復 2 時間の距離を超えるとき、往復 2 時間当たり＋1 万円。 

 


